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研究要旨 支援機器は、障害のある方々の生活には、無くてはならない存在であり、その開発

と利活用の促進は重要な行政課題となっている。本研究では、これまでの厚生労働省の研究で

得られた知見、ツール、手法を、関係者の主体的かつ継続的な取組として発展させ、支援機器

の開発・普及に資するモデル拠点を構築することを目的とする。令和 7年度は、支援機器モデ

ル拠点機関を選定し、その役割を確認するとともに、活動コンテンツと情報プラットフォーム

の完成版を構築することを目標として研究を実施した。 
その結果、支援機器モデル拠点の構築では、14 か所のモデル拠点機関を選定し、その相談体

制と連携先を同定し、拠点の役割を明確化した。また、構築された支援機器モデル拠点のうち

7 カ所は、厚生労働省の事業である自立支援機器開発・普及啓発促進事業における連携協力機

関として社会実装された。モデル拠点で実施する活動コンテンツの作成では、これまでに作成

してきた支援機器開発人材育成プログラム、支援機器選定・導入に関する教育コンテンツ、支

援機器モニター評価人材育成プログラムを拠点機関にて試行実証を実施し、課題を抽出した上

で、完成版を作成した。モデル拠点で活用する情報プラットフォームの構築では、情報提供を

想定する対象者像を再度確認するとともに、拠点機関での試行実証を経て、完成版を構築した。 
 以上より、支援機器の開発や普及を図る拠点モデルを構築するとともに、それを拡張するた

めに必要となる事項をまとめることができた。さらに、拠点の活動に役立つ人材育成のツール

やそれらを含めて支援機器分野の促進に役立つ情報を提示する情報プラットフォームを構築す

ることができた。 
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Ａ.研究目的 

「支援機器」は厚生労働省社会援護局長勉強会

（2007 年度）にて、福祉用具の新たな概念として提

案され、これまでの補装具や日常生活用具の範囲に

とらわれず、障害者の生活を支援する幅広い範囲を

包含する機器の総称として定義される。そのため、

障害のある方々の生活には、無くてはならない存在

であり、その開発と利活用の促進は重要な行政課題

となっている。 
厚生労働省では、障害者総合支援法で定められた

地域生活支援事業の任意事業として、障害者自立（い

きいき）支援機器普及アンテナ事業（以降 いきあ

ん事業）を 2019 年度に創設し、都道府県により推

進されている。この事業では、支援機器の相談窓口

の設置や支援機器のニーズへの対応、地域の関係機

関のネットワーク構築等を行い、支援機器を活用し

た障害者の自立と社会参加の促進を図ることを目的

としている。しかし現状で実施している都道府県は
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わずかであり、支援機器の開発・普及に関する取り

組みや人材は慢性的に不足している。 
これらの現状をふまえて、厚生労働省では厚労科

研費研究にて、「障害者の支援機器開発に携わる医

療・福祉・工学分野の人材育成モデル構築に資する

研究（2020～2022 年度）」、「リハビリテーショ

ン関連職等が支援機器の適切な選定・導入運用時に

用いるガイドラインの開発（2021～2022 年度）」、

「障害者の支援機器開発におけるモニター評価手法

の開発及びモニター評価を実践する人材の育成プロ

グラム開発のための研究（2021～2022 年度）を実

施し、支援機器開発に関わる人材の育成、WHO 国

際生活機能分類（ICF）を活用した適切な選定・導

入のための支援手法、モニター評価の標準的な手法

を開発してきた。 
本研究では、これらの研究で得られた知見、ツー

ル、手法を、関係者の主体的かつ継続的な取組とし

て発展させ、支援機器の開発・普及に資するモデル

拠点を構築することを目的とする。これにより、支

援機器の更なる開発・普及を促進し、支援機器を活

用した自立・自律と社会参加の均てん化を目指す。 
令和7年度は、支援機器モデル拠点機関を選定し、

その役割を確認するとともに、活動コンテンツと情

報プラットフォームの完成版を構築することを目標

として研究を実施した。 
 

Ｂ．研究方法 

本研究では、研究目的達成のために、以下の研究

項目を設定した。 
1．支援機器モデル拠点の構築 
2．モデル拠点で実施する活動コンテンツの作成 
3．モデル拠点で活用する情報プラットフォームの 
構築 
1. 支援機器モデル拠点の構築 

昨年度のヒアリング等の対象機関及び前述のネッ

トワーク型支援機器拠点モデルの構成機関を構成員

とした支援機器モデル拠点構築委員会を 2 回開催し

事業内容を共有した。また、昨年度のヒアリング調

査対象であった愛媛県、佐賀県、鹿児島県の 3 カ所

において、支援機器の利活用・開発等に関わる関係

者及び県障害施策所管部署に働きかけ、機関の連携

（ネットワーク）による拠点の構築を試み、実現性

を確認した。 
さらに、支援機器モデル拠点構築委員会の構成機

関を対象に、令和 7（2025）年 12 月末日までに相

談が帰結した事例を収集し、他機関との連携状況を

確認するとともに、昨年度までの構成機関へのヒア

リング調査から支援機器モデル拠点候補機関の特徴

と役割を整理した。 
2. モデル拠点で実施する活動コンテンツの作成 

令和 7 年度は、令和 6 年度に作成した支援機器開

発人材育成プログラム、支援機器選定・導入に関す

る e ラーニング教材、支援機器モニター評価人材育

成プログラムを用いて、モデル拠点機関での試行実

証を行い、得られた意見を基に完成版を作成した。 
3. モデル拠点で活用する情報プラットフォームの

構築 

昨年度公開した支援機器情報プラットフォームに

ついて、再度対象者像を明確化するため、支援機器

の情報を必要とする関係者を「属性」と「関与段階」

で整理し、その枠組みを構築した。加えて、「機器

の活用」ページに掲載している支援機器 ICF 対応表

検索システムについて、昨年度の試験運用の結果を

踏まえ、機能拡張およびデータ整備を行った。 
さらに、支援機器に関連した国際分類に関する国

際動向の把握のため、WHO 分類ファミリー協力セ

ンターネットワーク関連の委員会、および ISO の支

援機器に関する分類と用語関連の会議等の動向を調

査し、最新の国際的な情報を収集した。 
 以上により構築した支援機器情報プラットフォー

ムの有用性および課題を把握し、改善要件を整理す

るため、支援機器モデル拠点機関において、試行実

証を行い、内容およびユーザビリティについて意見

聴取を実施した。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究で実施した内容のうち、支援機器モデル拠

点構築委員会構成機関を対象とした相談事例の収集

については、国立障害者リハビリテーションセンタ

ー倫理審査委員会の承認（2025-036）を受けて実施
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した。支援機器開発人材育成プログラムの開発につ

いては、新潟医療福祉大学の承認を受けて実施した

（承認番号：19509-250401）。また、支援機器モニ

ター評価プログラムに関しては、東京大学倫理審査

専門委員会の承認のもと実施した（審査番号：

21-418）。その他の項目については、人を対象とし

た調査や実験は含まれていないが、研究協力にあた

っては、口頭及び書面にて趣旨を説明し参加者より

同意を得た。また、公表に関して、参加者から了解

を得た。 
 
Ｃ．研究結果 

1. 支援機器モデル拠点の構築 

令和 5（2023）年～令和 6（2024）年度のヒアリ

ング調査、支援機器モデル拠点構築委員会での意見

交換、対応事例収集、ネットワーク型支援機器拠点

のモデル実施等により支援機器モデル拠点候補地を

以下の 14 カ所選定した。 
①石川県リハビリテーションセンター（石川県） 
②社会福祉法人名古屋市総合リハビリテーション事 
業団なごや福祉用具プラザ（名古屋市） 

③特定非営利活動せんだいアビリティネットワーク 
（仙台市） 

④社会福祉法人宮城県社会福祉協議会宮城県介護研 
修センター（宮城県） 

⑤社会福祉法人横浜市リハビリテーション事業団横 
浜市総合リハビリテーションセンター（横浜市） 

⑥社会福祉法人かがわ総合リハビリテーション事業 
団福祉センター（香川県） 

⑦NPO法人とちぎノーマライゼーション研究会とち 
ぎ福祉プラザモデルルーム（栃木県） 

⑧社会福祉法人富山県社会福祉協議会富山県福祉カ 
レッジとやま介護テクノロジー普及・推進センタ 
ー（富山県）、 

⑨株式会社アシテック・オコ（和歌山県） 
⑩佐賀県住宅生活サポートセンター（佐賀県） 
 【ネットワーク型支援拠点】 

⑪社会福祉法人鹿児島県社会福祉協議会鹿児島県介 
護実習・普及センター（鹿児島県） 
 【ネットワーク型支援拠点】 

⑫愛媛障がい者 ICT サポートセンター 
【ネットワーク型支援拠点】 

⑬社会福祉法人大分県社会福祉協議会大分県社会福 
祉介護研修センター（大分県） 
【ネットワーク型支援拠点】 

⑭北海道介護ロボット普及推進センター（株式会社 
マルベリー）（北海道） 
【ネットワーク型支援拠点】 
いきあん事業の実施機関である 4 カ所（石川県リ

ハビリテーションセンター、社会福祉法人名古屋市

総合リハビリテーション事業団なごや福祉用具プラ

ザ、特定非営利活動せんだいアビリティネットワー

ク（仙台市）、社会福祉法人宮城県社会福祉協議会

宮城県介護研修センター）は支援機器拠点機能を有

しており、その他 5 カ所（社会福祉法人横浜市リハ

ビリテーション事業団横浜市総合リハビリテーショ

ンセンター、社会福祉法人かがわ総合リハビリテー

ション事業団福祉センター、NPO 法人とちぎノーマ

ライゼーション研究会とちぎ福祉プラザモデルルー

ム、社会福祉法人富山県社会福祉協議会富山県福祉

カレッジとやま介護テクノロジー普及・推進センタ

ー、株式会社アシテック・オコ（和歌山県））は支

援機器相談の体制があり、支援機器のニーズへの対

応、機関連携が実施され、障害児者に対する支援機

器による支援の中核的な役割を担える拠点機能を有

している。また、その他の 5 候補地はそれぞれの機

関の不足している機能を機関連携（ネットワーク）

で補うことで支援機器を活用した支援が実施される

ネットワーク型支援機器拠点とした。 
なお、石川県リハビリテーションセンター、社会

福祉法人名古屋市総合リハビリテーション事業団な

ごや福祉用具プラザ、社会福祉法人横浜市リハビリ

テーション事業団横浜市総合リハビリテーションセ

ンター、株式会社アシテック・オコ、社会福祉法人

かがわ総合リハビリテーション事業団福祉センター、

公益社団法人愛媛県作業療法士会、一般社団法人鹿

児島県作業療法士会）の 7 カ所は令和 7（2025）年

度に厚生労働省事業として実施している障害者自立

支援機器開発・普及啓発促進事業の連携協力機関に

登録し、支援機器拠点として社会実装された。 
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事例収集については以下の9機関から計42件の事

例を回収した。 

①石川県リハビリテーションセンター、②社会福祉

法人名古屋市総合リハビリテーション事業団なごや

福祉用具プラザ、③特定非営利活動せんだいアビリ

ティネットワーク、④社会福祉法人宮城県社会福祉

協議会宮城県介護研修センター、⑤北海道介護ロボ

ット普及推進センター（株式会社マルベリー）、⑥

NPO 法人とちぎノーマライゼーション研究会とちぎ

福祉プラザモデルルーム、⑦株式会社アシテック・

オコ（和歌山県）、⑧社会福祉法人かがわ総合リハ

ビリテーション事業団福祉センター、⑨社会福祉法

人鹿児島県社会福祉協議会鹿児島県介護実習・普及

センター 

表１に事例収集より得られた相談体制・連携先と、

支援機器モデル拠点機関における連携の状況をまと

めた。支援機器モデル拠点上段のいきあん事業実施

機関を含む 9 機関が相談体制の整備とともに支援機

器の活用の支援に必要な機関との連携が行われてい

た。また、福祉用具の改良・開発支援の専門職を配

置している機関、支援機器の開発・製作に関わる製

造事業者・大学等と連携している機関は少なかった。 
 

2. モデル拠点で実施する活動コンテンツの作成 
支援機器開発人材育成プログラムでは、ワークシ

ョップを実施した結果、受講満足度および時間設定

の妥当性が高く、多職種が支援機器開発を「ニーズ」

や「事業性」の観点から学ぶ場として有用であるこ

とが示された。特に、デザイン思考と ICF を組み合

わせる構成により、参加者が利用者の生活状況を構

造化し、支援機器ニーズを言語化するプロセスを体

験的に学べた点が評価された。これらより、開発し

た研修プログラムは、支援機器開発に関わる人材の

基礎的な思考枠組みの習得に資する教育手段である

ことが示された。 
支援機器選定・導入に関する教育コンテンツにつ

いては、作成したガイドおよび教育動画は、多様な

専門職が支援機器導入・活用について共通理解を形

成するうえで一定の役割を果たしている一方、実務

で活用しやすい教材とするためには、短時間で視聴

可能な構成や、視覚情報を組み合わせたわかりやす
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い提示が重要であることが示され、最終的にはこれ

らの改良を反映することができた。また、補装具費

支給制度などの専門情報は制度改正等に合わせて継

続的に更新し、表記やデザインの面でもアクセシビ

リティを高めることで、より汎用性の高い教材とな

る可能性が示唆された。 
モニター評価プログラムはで、多職種が協働して

支援機器のモニター評価を行う手法として実施可能

性が確認された。一方で、教材間の接続、フィード

バック技法、AI の活用方法、運営ルールの標準化な

どに課題が残された。 
3.モデル拠点で活用する情報プラットフォームの 

構築 

対象者の属性については、支援機器の開発・活用・

制度・教育に関与する主体を整理し、以下の 8 カテ

ゴリに分類した。 
1. 当事者・家族、 
2. リハビリテーション専門職 
3. 開発者・企業 
4. 研究者 
5. 行政・制度担当 
6. 販売・事業者 
7. 教育・学協会 
8. 一般 
 
また、対象者の関与段階については、情報ニーズ

および情報提供の優先順位を明確化するため、以下

の 3 層構造を設定した。 
・コアステークホルダー：高度な専門性を有し、開 
発・評価・利活用・情報発信を主導する中核的な

主体 
・ミドルステークホルダー：実践の担い手であるが、 

知識や情報が十分とは言えず、積極的に情報を必

要としている主体 
・アウターステークホルダー：支援機器と間接的に 
関わり、自発的には情報にアクセスしていない主

体 
このように、支援機器の情報を必要とする関係者

を「属性」と「関与段階」の 2 軸で整理したことに

より、従来の職種や立場に基づく分類のみでは捉え

きれなかった情報ニーズの違いが明らかとなった。

この情報ニーズに基づき、情報プラットフォームの

構成として、支援機器の前提となる情報、開発・活

用の実務に向けた情報、相談・連携先等の横断的情

報、人材育成に関する情報を整理し、情報プラット

フォームを 5 項目に区分した。 
支援機器 ICF対応表検索システムの機能拡張では、

障害名に基づく機器検索を可能とした。これにより、

利用者のニーズに応じた機器選定を支援する上で有

用であり、ICF を基盤とした情報活用の実用性向上

に寄与することが示唆された。 
国際動向の調査の結果、ICF については、環境因

子を含む、分類の活用を進めていくための取り組み

が進められていることが示された。特に検索性を高

めるための語句登録の推進、実用ベースでの改訂を

進めるための改訂提案の提出方法ガイドの作成、実

際の活用例の収集など、現場での本格的な普及にフ

ォーカスした取り組みが特に強調されている。今後

はより実際の活用とフィードバックによる、より実

践的な改訂とそのためのツール等活用環境の充実が

期待される。また ISO 9999 に関しては ICF との整

合性ならびにロボットや情報技術の進展に伴う新た

な支援機器の研究開発やその市販化への対応なども

改訂作業のテーマとなっており、引き続き国際的な

枠組みとの整合性と連携についてさらに検討を進め

る必要があると考える。 
情報プラットフォームの試行実証の結果、支援機

器情報プラットフォームのページ構成は概ね適切で

あるとの評価が得られた。また、情報プラットフォ

ームが役立つ場面としては、情報紹介、機器選定の

参考、支援機器の相談対応、開発相談等が挙げられ

た。ユーザビリティについては、操作性および利用

しやすさの面で改善の余地があることを示す結果と

なった。さらに、得られた意見から情報構造および

表示方法に関する具体的な課題が抽出された。 
 

Ｄ．考察 

1. 支援機器モデル拠点の構築 

支援機器拠点に求められる役割（機能）は、①相

談窓口機能、②各種サービス（事業）、③機関連携
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であった。これらの機能をすべて有し且つ課題なく

機能を発揮している支援機器モデル拠点は限られる

ため、支援機器モデル拠点の機能や事業を地域資源

の連携により補完するネットワーク型支援機器拠点

モデルを 3 地域（愛媛県、佐賀県、鹿児島県）にて

実践的に構築する取り組みを行った。その結果、連

携のための活動メニューとして、「支援機器に関す

るテーマを設定した意見交換会」、「グループワー

クによる事例検討会」、「支援機器の使用体験によ

る意見交換会」の有効性、及び連携を円滑に継続さ

せるための事務局機能の重要性が確認された。加え

て、支援機器モデル拠点候補機関の実際の対応事例

から他機関との連携状況を把握し、さらに前述の 3
地域での連携構築の実践を踏まえて新たな支援機器

モデル拠点の構築のためのプロセスを整理した。以

上より、拠点候補地として北海道、石川県、宮城県、

富山県、栃木県、和歌山県、愛媛県、香川県、佐賀

県、大分県、鹿児島県、横浜市、名古屋市、仙台市

の計 14 カ所を選定した。このうち 7 カ所は令和 7
（2025）年度に厚生労働省事業として実施している

障害者自立支援機器開発・普及啓発促進事業の連携

協力機関に登録し、１カ所は同事業にて地域交流会

を実施するに至った。 
 

2. モデル拠点で実施する活動コンテンツの作成 

本研究では、支援機器の開発・選定・評価に関わ

る人材育成を推進するため、 
①支援機器開発人材育成ワークショップ、 
②支援機器選定・導入に関する教育コンテンツ、 
③支援機器モニター評価プログラム 
の 3 つの活動コンテンツを開発し、モデル拠点にお

いて実証を行った。その結果、デザイン思考と ICF 
を組み合わせたワークショップは、多職種が利用者

ニーズを構造的に把握し、支援機器開発に必要な思

考枠組みを習得する教育手段として有用であること

が示された。また、支援機器選定・導入に関する教

育コンテンツは、多職種の共通基盤として活用可能

であり、視覚情報の充実や構成の改善を反映した最

終版を作成することができた。さらに、モニター評

価プログラムについては、多職種協働による評価手

法として実施可能性が確認され、教材連携やフィー

ドバック技法、AI 活用、運営ルールの明確化など今

後の改善点も明らかとなった。 
 これらの活動コンテンツは、支援機器拠点におけ

る研修としての活用や、地域の機関での研修企画の

支援などの活用も想定される。すでに支援機器情報

プラットフォーム上で公開しているコンテンツもあ

り、今後その他のコンテンツも公開予定である。こ

れらのプログラムは、支援機器の開発・普及を支え

る人材育成および評価手法の基盤として有用であり、

今後のモデル拠点における継続的な活用と発展が期

待される。 
3.モデル拠点で活用する情報プラットフォームの 

構築 

 本研究では、支援機器に関する包括的な情報提供

基盤の構築を目的として、対象者像の再整理に基づ

く情報設計の見直しおよびコンテンツ拡充を行い、

プロトタイプとなる支援機器情報プラットフォーム

を構築した。その結果、支援機器に関わる関係者を

「属性」と「関与段階」の 2 軸で整理することによ

り、特に実践の担い手であるミドル層を主対象とし

た。また、開発・活用・人材育成・相談連携に関す

る情報を体系的に整理し、ICF に基づく検索機能の

拡張や防災関連機器の情報拡充を行うことで、実務

における活用可能性を有する情報提供基盤を整備し

た。さらに、ICF および ISO に関する国際動向を踏

まえた情報整理を行ったことにより、支援機器に関

する分類体系の実用的活用および今後の発展動向を

踏まえた基盤構築の方向性を示した。一方で、ユー

ザビリティ評価の結果から、ナビゲーションや情報

提示方法に関する課題が明らかとなり、情報構造お

よび表示方法の改善、ならびに対象領域の拡張が今

後の課題として示された。 
以上より、本研究は、関与段階に応じた情報設計

に基づく支援機器情報プラットフォームの有効性と

課題を明らかにするとともに、国際動向を踏まえた

実用的な情報提供基盤の構築に向けた具体的な改善

の方向性を提示した。今後は、段階的な機能強化お

よび運用を通じて、より実効性の高い情報基盤へと

発展させていくことが期待される。 
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Ｅ．結論 

本研究では、支援機器の開発・普及に資するモデ

ル拠点を構築することを目的として、支援機器モデ

ル拠点機関を選定し、その役割を確認するとともに、

活動コンテンツと情報プラットフォームの完成版を

構築することを目標として研究を実施した。 
支援機器モデル拠点の構築では、14 か所のモデル

拠点機関を選定し、その相談体制と連携先を同定し、

拠点の役割を明確化した。モデル拠点で実施する活

動コンテンツの作成では、これまでに作成してきた

支援機器開発人材育成プログラム、支援機器選定・

導入に関する教育コンテンツ、支援機器モニター評

価人材育成プログラムを拠点機関にて試行実証を実

施し、課題を抽出した上で、完成版を作成した。モ

デル拠点で活用する情報プラットフォームの構築で

は、情報提供を想定する対象者像を再度確認すると

ともに、拠点機関での試行実証を経て、完成版を構

築した。 
本研究により構築された支援機器モデル拠点のう

ち 7 カ所は、厚生労働省の事業である自立支援機器

開発・普及啓発促進事業における連携協力機関とし

て社会実装された。また、活動コンテンツについて

も、情報プラットフォーム上で広く公開することで、

拠点における研修会や、地域での研修会企画の支援

等で活用が想定される。 
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